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日本郵政株式会社の概要
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商号 日本郵政株式会社

上場証券取引所 東証第一部 （６１７８）

本社所在地 東京都千代田区霞が関一丁目3番2号

代表者名 取締役兼代表執行役社長 長門 正貢

資本金 3兆5,000億円

総資産額（連結） 291兆4,026億円

設立年月日 2006年1月23日

従業員数 5,937人 （グループ合計：415,801人）
臨時従業員を含む

主な業務 グループの経営戦略策定

長門 正貢
取締役兼代表執行役社長

2001年 ㈱日本興業銀行 常務執行役員
2002年 ㈱みずほ銀行 常務執行役員
2006年 富士重工業㈱ 代表取締役副社長
2012年 シティバンク銀行㈱ 取締役会長
2015年 ゆうちょ銀行取締役兼代表執行役社長

当社取締役
2016年 当社取締役兼代表執行役社長
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日本郵政グループの沿革
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1871年（明治 4年） 郵便事業創業

1875年（明治 8年） 郵便為替・郵便貯金事業創業

1916年（大正 5年） 簡易保険事業創業

1949年（昭和24年） 郵政省発足

2001年（平成13年） 郵政事業庁発足

2003年（平成15年） 日本郵政公社発足

2007年（平成19年） 日本郵政グループ発足（民営・分社化）
日本郵政（株）、（株）ゆうちょ銀行、（株）かんぽ生命保険、郵便事業（株）、

郵便局（株）の５社体制でスタート

2012年（平成24年） 日本郵政グループ再編
郵便局（株）が郵便事業（株）を吸収合併し、2012年10月１日に商号を変更

2015年（平成27年） 東京証券取引所市場第一部上場

2017年（平成29年）
民営化10周年
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郵政民営化法とグループ体制
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【郵政民営化法】

銀行窓口業務 保険窓口業務

政 府

株式保有義務 １／3 超

郵便窓口業務

金融２社の経営状況、ユニバーサルサービスの責務の履行への影響等を
勘案しつつ、できるだけ早期に全株処分を目指す【郵政民営化法】

まずは、保有割合が50%程度となるまで段階的に売却

業務委託

株式保有割合
約89%

株式保有割合
89%＊2

＊2 自己保有株式を除く議決権株式に対する保有割合

株式保有義務
100%

【郵政民営化法】

株式保有割合
約56.9%＊1

＊1 発行済株式総数に対する保有割合

郵便・物流事業

国際物流事業
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□ 日本郵政グループの大きさ
全国津々浦々に張り巡らされた郵便局ネットワーク
業界ナンバーワンの規模

□ 収益の安定性
巨大な規模がもたらす安定的な利益

□ 着実な株主還元
安定的な利益と高い配当性向

□ 成長の可能性
新規事業への挑戦

本日お伝えしたいこと

5
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全国に広がる郵便局ネットワーク
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北海道エリア

北海道エリア

北海道エリア1,501局

東北エリア

北海道エリア2,597局

信越エリア

北海道エリア1,331局

北陸エリア

北海道エリア860局
関東エリア

北海道エリア2,590局

東京エリア

北海道エリア1,502局

南関東エリア

北海道エリア1,034局

東海エリア

北海道エリア2,440局

沖縄エリア

北海道エリア199局

中国エリア

北海道エリア2,263局

近畿エリア

北海道エリア3,458局

四国エリア

北海道エリア1,184局

九州エリア

北海道エリア3,462局

全国の郵便局数

北海道エリア24,421局
ゆうちょ銀行
営業所

北海道エリア234営業所

かんぽ生命保険
支店

北海道エリア82支店

ゆうちょ銀行
ＡＴＭ

27,561台

2.4
2.0
2.0

1.3
0.3

郵便局

小学校

7-11 ジャパン

警察署・交番・駐在所

都市銀行合計

（万箇所）
圧倒的な拠点数

（２０１７年３月３１日現在）

※郵便局・7-11ｼﾞｬﾊﾟﾝは2017年6月末時点、小学校は2017
年3月末時点、交番・駐在所は2016年4月1日時点、都市銀
行は、2016年9月末時点。
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郵便局の主な商品・サービスと強み
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手紙・はがき
ゆうパック
ゆうメール

保険

物販

レターパック

日本全国のお客さまからなる
圧倒的な顧客基盤

提携金融商品

多種多様なサービス

郵便局ネットワークをプラットフォームにグループ一体的経営を推進

安心・信頼のブランド

約2万4,000局の郵便局によるリアル・ネットワーク

貯金
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業界トップクラスの各事業
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本邦最大級の生命保険会社日本最大のリアルネットワーク本邦最大級のリテール金融機関
本邦最大級の機関投資家

家計部門の預貯金の
約20%のシェア

個人保険加入件数の
約17%のシェア

郵便物数 約177億通
郵便局数 約24,000局

貯金残高で第１位 保有契約件数で第1位
（個人保険）

営業収益で第1位

40 

105 

107 

139 

179 

りそな

SMBC

みずほ

BTMU

ゆうちょ

（兆円）

（2017年3月末）
9,303

14,669

18,643

SGH

ヤマトHD

日通

日本郵便（郵便・物流事業

＋国際物流事業）

（億円）

（2017年3月期）

25,743

847 

915 

1,170 

2,499 

3,156 

住友生命

明治安田生命

第一生命

日本生命

かんぽ生命

（万件）

（2017年3月末）
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事業別戦略の方向性
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環境変化に対応した取り組みの強化郵便・物流事業

ゆうちょ銀行の収益増強銀行業

かんぽ生命保険の保有契約底打ち・反転生命保険業

1

3

4

事業提携による金融商品の取扱拡充金融窓口事業
5

多様で便利な商品の取扱拡充

保有資産の更なる有効活用

トール社の経営改善

事 業 領 域 取り組み セグメント

郵便・物流事業

銀行業

生命保険業

金融窓口事業

国際物流事業国際物流事業
2

物販事業
6

不動産事業
7
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郵便・物流事業（年間取扱物数の推移）
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382 

428 

527 

580 

632 

△0.3

+12.1

+23.0

+10.1
+9.0

△10

+0

+10

+20

+30

0

100

200

300

400

500

600

700

2012
年度

2013
年度

2014
年度

2015
年度

2016
年度

ゆうパック取扱個数 増減率

（百万個） （％）

3,101 
3,324 3,320 

3,473 3,563 

+8.0
+7.2

△0.1

+4.6

+2.6

△2

+0

+2

+4

+6

+8

+10

+12

+14

+16

+18

+20

0

1,000

2,000

3,000

4,000

2012
年度

2013
年度

2014
年度

2015
年度

2016
年度

ゆうメール取扱個数 増減率

（百万個） （％）

189 186 182 180 177 

△1.3
△1.5

△2.1

△0.9

△1.7

△4

△3

△2

△1

+0

+1

+2

0

20

40

60

80

100

120

140

160

180

200

2012
年度

2013
年度

2014
年度

2015
年度

2016
年度

郵便引受物数 増減率

（億通） （％）
郵便物 ゆうパック ゆうメール

1

※ゆうメールに含めていたゆうパケットの物数については、2016年10月より、ゆうパックに含めて表示する方法に変更。これに伴い、2014年度以降については、
それぞれ10月以降の物数に当該変更を反映
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郵便・物流を取り巻く環境の変化
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1

9.5
11.2

12.8 13.8
15.1

3.4%

3.9%

4.4%

4.8%

5.4%

0.0%

1.0%

2.0%

3.0%

4.0%

5.0%

6.0%

0

5

10

15

20

2012年 2013年 2014年 2015年 2016年

（兆円）

日本の通販市場規模とEC化率

50

60

70

80

90

100

イギリス
54.9

主要国の国民一人あたり郵便物数の推移
（2008年度を100とした指数）

アメリカ
71.5

フランス
68.9

日本
92.5

カナダ
63.1

イタリア
53.2

※2 経済産業省「 我が国経済社会の情報化・サービス化に係る基盤整備（電子商取引に関する市場調査） 」
EC化率:小売業全体に占めるネット通販の売上高の比率

※2
※1

※１
・イギリスはOfcom「Communications Market Report」によるロイヤルメールの国内宛名付き郵便物数。 2012年度以降は会社発表。
・フランスは書状と宛名付きDMの合計。ARCEP年次報告書によるデータ。2012年度以降は会社発表。
・イタリアは郵便物取扱総数。2014年度以降は書状類の合計。会社発表
・ カナダは郵便物取扱総数。2014年度以降はトランザクション・メールとＤＭの合計。会社発表
・過去との整合性がない箇所は点線で表示。
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郵便・物流事業の取り組み
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1

生産性向上

収益力強化

（オ） 料金割引（広告・区分・郵便区内特別等）の見直し等（2016年6月） 200億円の増収効果

（カ） ゆうパケットの基本運賃の新設（2016年10月） 小型物品配送サービスの拡充

（ア） 第2種郵便物（はがき）等の料金改定（2017年6月） ※年賀はがきを除く 300億円の増収効果

（イ） ゆうパックの基本運賃の改定（2018年3月） 80億円の増収効果

（エ） 物流ソリューション営業の推進 周辺需要の取り込み

（ウ） 法人顧客に対する相対運賃の見直し交渉 取引条件の見直し

（キ） 人件費マネジメントの高度化 売上高人件費率の低減

（ク） 地域区分局の新設（2017年度までに13局開局） 効率化投資の実施

（ケ） 内務作業の機械化・効率化の推進 作業方法の見直しを含む
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受取利便性の向上
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1

①Web決済型ゆうパック
（事前決済、専用ラベル貼付で割安に差出）の実施

②郵便局等受取ポイント付与サービスの開始
③配達希望時間帯の拡充 等

「はこぽす」の設置拡大

 通販商品の他、不在持ち戻りと
なったゆうパックも受取り可能

 郵便局屋外、駅、
商業施設等
計192か所に設置
（2017年12月末現在）

コンビニエンスストア・郵便局での受取拡大

（拠点数は2017年12月末現在）

郵便局 約20,100店舗

 インターネット通販での
購入商品を、郵便局窓口
の他、大手コンビニエンス
ストアでお受け取り可能

全国約50,300か所で
お受け取り

ミニストップ 約2,200店舗

ファミリーマート 約14,700店舗

ローソン 約13,300店舗

 環境省などが推進する宅配便再配達防止プロ
ジェクト「COOL CHOICE できるだけ一回で受け
取りませんかキャンペーン」に参画

 インターネット通販での購入商品を、郵便局、
コンビニ、「はこぽす」で受け取るとポイントを
付与（キャンペーン）

郵便局、コンビニ、「はこぽす」で受け取ろうキャンペーン」

期間延長
※2018年3月末まで

2018年3月以降 更なる拡充

「身近で差し出し、身近で受け取り」
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国際物流事業（トール・ホールディングス・リミテッド）
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2

社 名：ﾄｰﾙ･ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ･ﾘﾐﾃｯﾄﾞ
(Toll Holdings Limited)

設 立：1888年
所在地：オーストラリア メルボルン
売上高：6,444億円（2016年度）
会 長：ジョン・マレン
社 長：マイケル・バーン
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トール社の経営改善
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2

M&Aを中心とした拡大策 立て直しに向けた経営陣の刷新 経営改善の施策

国際物流事業における四半期毎の営業損益（EBIT）の推移

会長 ジョン・マレン

 豪州・鉄道港湾管理最大手アシアノのCEOと
して通信費、燃料費等のコスト削減を積極的
に実施し、収益性の改善に成功

 オランダ本拠の国際物流業者TNTや、ドイツ・
ポストDHLのエクスプレス部門にてCEO職を
経験

社長 マイケル・バーン

 豪州運輸大手リンフォックスのCEO職を
2006年から2014年に亘って務め、同社の
アジア・パシフィック地域の戦略を強化

 これまでに100件を超えるM&Aにより、
成長を実現

 一方で、買収した会社のバックオフィス
等の重複が多くコスト競争力が弱みに

 資源価格の下落、及び中国経済・豪州
経済の減速の影響を受け、潜在してい
たコスト競争力の弱みが顕在化し、営
業損益を圧迫

 重複部門、ビジネスユニットの
統合・簡素化

 大幅な人員削減

【改善の方向性】

 競争に勝つための土台固め
⇒One Tollの実現に向けた組織
体制の見直し

 コスト削減・見直し
⇒広範なコスト削減を推進

 差別化
⇒顧客中心主義、サービス品質
の向上、差別化

 シナジー
⇒一体となった営業力の醸成

 選択と集中
⇒重点地域・事業への集中と
不採算事業からの撤退

48 45 40 35 36 41 52

△ 4

2

0
△ 6 △ 8

2

12

△ 12
△ 5 △ 13

△ 38
△ 23

9

12

△ 8

4

△ 13

△ 5
△ 14

△ 10 △ 10

△ 80

△ 40

0

40

80

2017/3

Q1

2017/3

Q2

2017/3

Q3

2017/3

Q4

2018/3

Q1

2018/3

Q2

2018/3

Q3

22 46 14 △ 13 △ 9 42 66

（百万豪ドル）

エクスプレス事業 フォワーディング事業 ロジスティクス事業 コーポレート等

0 

減損損失の計上

経営陣の刷新
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ゆうちょ銀行のシェア
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邦銀の預金残高ランキング
家計部門の預貯金に占める

貯金の割合（推計）

3

（2017年3月末）

出所：各社開示資料（銀行単体ベース）。譲渡性預金を除く
注２：りそな銀行、埼玉りそな銀行、近畿大阪銀行の預金残高を合算

注１：ゆうちょ銀行の個人貯金179.4兆円（2017年3月末時点）を、
日本銀行「資金循環統計」における家計の預金総額で除した数値
（2017年3月末時点）

他行等預金

ゆうちょ銀行

約21％

（2017年3月末）

注１

40 

105 

107 

139 

179 

りそな

SMBC

みずほ

BTMU

ゆうちょ

（兆円）

注２
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運用の多様化
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3

国債

30.5%

地方債・
社債等
8.4%外国証券

等
27.7%

預け金等
24.1%運

用
資
産
構
成

国債・（預託金 ）
88.0%

外国証券
0.1%

地方債
3.6%

社債・短期社債
3.1%

貸出金
1.8%

預け金等
2.9% 金銭の信託等

0.2％

88.0%

運
用
資
産
構
成

0.1%

国 債

外国証券

注1：「預託金」は、大蔵省（当時）に預託された郵便貯金資金。2010年11月に全て償還済み
注2：「預け金等」は、譲渡性預け金、日銀預け金、買入金銭債権、コールローン、債券貸借取引支払保証金

民営化時
（2007年10月1日）

( 預 託 金 ) 注 1

注2

運用資産合計
220.7兆円

）注１

30.5％（63.7兆円）

27.7%（57.7兆円）
注1：「地方債・社債等」は地方債、短期社債、社債、株式
注2：「預け金等」は譲渡性預け金、日銀預け金、買入金銭債権
注3：「短期運用資産・その他」はコールローン、債券貸借取引支払保証金等

注１

注2

注3

2017/12末
（2017年12月31日）

短期運用資産・その他
4.4％

貸出金
2.6％

金銭の信託
(株式・国債等)
2.0％

運用資産合計
208.1兆円
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手数料ビジネスの強化
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3

27,561

8,331
6,089 5,671

23,368

12,029 

ゆうちょ

銀行

三菱UFJ
FG

三井住友

銀行

みずほ

銀行

セブン

銀行

（参考） ＪＡ

（2017年3月末）

（参考）

JA

役務取引等収支の実績

（億円）

2017年3月期 2016年3月期 増減

役務取引等利益 866 911 △45

為替・決済関連手数料 591 592 △1

うち全銀振込手数料 93 84 ＋9

ATM関連手数料 72 75 △2

国債関連手数料 18 25 △7

投資信託関連手数料 105 130 △25

新規業務関連手数料 69 72 △3

クレジットカード関連 42 39 ＋2

変額年金保険関連 15 22 △7

個人ローン関連 11 10 ＋0

その他 8 13 △4

ATM台数の規模

■ ATM事業戦略
・ 全国のファミリーマート店舗に小型ATMを順次設置（第1弾として、

2017年1月以降、3,500台を設置中）
■ 投資信託の販売拡大

・ 投資信託取扱局の拡大、投資信託紹介局の拡大

■新たな決済サービスの導入

・ 地域版Visaプリペイドカード「mijica（ミヂカ）」の発行（試行）を開始
（2017年1月）

2017年1月以降、小型
ATM3,500台を全国の
ファミリーマート店舗に
順次設置中

出所： 各社開示資料（三菱UFJFG：店舗内ATM設置台数＋店舗外ATM設置台数、
三井住友銀行：プロパーATM台数、みずほ銀行：ATM台数、
セブン銀行：ATM台数、JA：CD/ATM設置台数）

18

投資信託販売金額

1,774 

2,791 
3,396 

3,770 
4,270 

5,443 

74 
93 

115 119 130 
105 

0

50

100

150

200

250

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

11 12 13 14 15 16

投資信託販売金額（左軸）
投資信託関連手数料（右軸）

(億円)(億円)

（年度）
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かんぽ生命保険のシェア

19

4

総資産の比較（2017年3月末）

出所：各社公表資料、 「生命保険協会・「生命保険事業概況(2016年度)」」
注： 外資系生保は日本法人の数値

9.9

11.2

11.3

8.8

14.8

35.6

30.0

37.5

64.8

80.3

0 20 40 60 80 100

メットライフ

アフラック

ジブラルタ

ソニー

T&D

第一

住友

明治安田

日本

かんぽ

（兆円）

シェア：21.4%

保有契約年換算保険料（個人保険）の比較（2017年3月末）

6,831

7,108

7,870

8,911

13,297

15,179

15,611

16,203

26,089

49,796

0 20,000 40,000 60,000

大同

ジブラルタ

ソニー

メットライフ

アフラック

住友

明治安田

第一

日本

かんぽ

（億円）

シェア：22.1%
国
内
大
手
生
保

国
内
上
場
生
保

外
資
系
生
保
1

出所：各社公表資料、 「生命保険協会・「生命保険事業概況（2016年度）」」
注： 外資系生保は日本法人の数値。かんぽの数値はかんぽが受再している民営化前契

約の数値を含む。
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生命保険業における顧客特性
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4

被保険者の性別構成（2017年3月末：保有契約） 契約者の年齢別構成（2017年3月期：新契約）

全人口に占める被保険者数

かんぽ
18%

かんぽ被保険者の性別構成

女性
58%

出典：総務省統計局
1．2017年3月末の保有契約実績
2．2017年3月期の新契約実績

※新契約の他社生保合計の性別構成は5:5
（2017年3月期）

個人金融資産の年齢別構成 かんぽ契約者の年齢別構成

出典：日本銀行金融広報中央委員会「家計の金融行動に関する世論調査（2016年調査）」

60代
38%

50代
22%

40代
12%

30代 7%
20代 2%

 50歳以上が個人金融資産
の約8割を保有

 50歳以上の契約者が約6割2

を占める

男性
42%

20代以下 7%

30代
13%

70歳以上
24%

40代
16%

50代
17%

人数
（万人） 占率

全人口
（2017.4.1） 12,679 100%

かんぽ生命

被保険者数
2,256 18%

被保険者数1

（万人） 占率

女性 1,306 58%

男性 950 42%

70歳以上
18%

60代
23%
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生命保険業の商品構成
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4

 かんぽ生命の商品は、死亡保障額が比較的小さい養老保険・終身保険が中心であり、他の大手生保と異なる商品構成

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

0 200 400 600 800 1,000 1,200

各社の新契約年換算保険料、平均保険金額、商品構成（2017.3期:新契約）

平均保険金額（新契約1件当たり）

新
契
約
年
換
算
保
険
料

（万円）

2社合計

4社合計

かんぽ生命

医療
33.8%

がん
47.4%

終身
12.6%

その他
6.3%

出典：生命保険事業概況（2016年度）、インシュアランス生命保険統計号（2017年版）
注：商品構成（円グラフ）は新契約件数ベース

終身
35.7%医療

13.1%

定期
14.5%

その他
18.4%

（億円）

養老
48.0%終身

37.8%

学資
14.2%

医療特約を付加
して販売するのが
基本スタイル

住友生命
第一生命

ソニー生命

アフラック
メットライフ

明治安田生命

養老・生存
18.3%
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金融窓口事業の安定的な収益構造
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郵便局：約24,000局

金融受託手数料

6,124億円 3,927億円
ゆうちょ銀行貯金残高

179兆円（2017年3月末）

かんぽ生命新契約
年換算保険料（個人保険）
5,079億円（2017年3月末）

生命保険新契約獲得元

貯金獲得残高

郵便局

かんぽ
生命支店

郵便局

ゆうちょ
直営店

受託契約を締結

渉外社員数：約18,000人

5

（2017年3月期）
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郵便局ネットワークの更なる強化・更なる活用

23

5

コンビニエンスストアと郵便局の併設化

お客さまの利便性向上の取り組み

ショッピングセンター内への出店 自治体施設への出店

15局で実施※

屋富祖郵便局（沖縄県）
（2017.9.19 移転）

レイクウォーク岡谷郵便局（長野県）
（2016.7.21 移転）

川井郵便局（徳島県）
2017.3.21 移転

※ 民営化以降で2017年12月末現在

郵便局ネットワークの活用

「投資信託取扱局」
「投資信託紹介局」の拡大

「銀行手続の窓口」設置 宮崎銀行ＡＴＭコーナー設置

 「投資信託取扱局」
2017年7月10日から13局、10月16日から
87局の計100局を追加し、1,415局に拡大※

 「投資信託紹介局」
2017年7月10日以降拡大し、
約18,000の郵便局で資産運用の
ご相談や投資信託をご紹介※

 新宿郵便局の一部を賃貸し、日本ATM㈱が運営する「銀行手続
の窓口」を設置（2017年9月）

 同社が提携する15道府県25銀行（2017年10月現在）の個人顧
客に対して、口座のｱﾌﾀｰｻｰﾋﾞｽ業務（住所・氏名変更等）を提供

 2017年7月から宮崎県椎葉村の上
椎葉郵便局の一部を㈱宮崎銀行の
ATM コーナーとして賃貸し、同行の
ATMサービスの一部を提供

「銀行手続の窓口」
のイメージ

宮崎銀行ATＭ
（現金取扱機能なし）
のイメージ

※ 2018年1月末現在

25局で実施※83局で実施※



Copyright © 2017 JAPAN POST GROUP. All Rights Reserved.

金融窓口事業における提携金融商品販売の拡充

24

提携金融商品

商品種類 商品供給元

保険商品

がん保険 アフラック

引受条件緩和型

医療保険
住友生命

変額年金保険
三井住友海上プライマリー生命
日本生命

法人（経営者）向け

生命保険

エヌエヌ生命、住友生命、東京海上日動あんしん生命、
日本生命、三井住友海上あいおい生命、

明治安田生命、メットライフ生命

自動車保険
（5社の共同保険）

あいおいニッセイ同和損害保険、
損害保険ジャパン日本興亜、
東京海上日動火災保険、

富士火災海上保険、三井住友海上火災保険

バイク自賠責保険

あいおいニッセイ同和損害保険、
朝日火災海上保険、共栄火災海上保険、

セコム損害保険、損害保険ジャパン日本興亜、大同火災海上保険、東京海上日動火災保険、
ＡＩＧ損害保険、日新火災海上保険、富士火災海上保険、

三井住友海上火災保険

投資信託

JP投信、アセットマネジメントOne、HSBC投信、ＪＰモルガン・アセット・マネジメント、
大和証券投資信託委託、東京海上アセットマネジメント、日興アセットマネジメント、
ニッセイアセットマネジメント、野村アセットマネジメント、ピクテ投信投資顧問、

三井住友トラスト・アセットマネジメント、三菱ＵＦＪ国際投信

※ 2018年1月31日現在

5

2015年7月から保険を取り扱ってい
る全ての郵便局（約２万局）で販売

業務提携（2013年7月）
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多様で便利な物販事業

25

雨傘 「ポキッと折れるんです」

6

カタログ・ラインナップは、
さらに充実

傘の骨が折れても

閉じて開くだけで･･･

すぐ、元どおり

突風等の際に、傘の骨が内側から外側
に折れることで、力を外に逃がすことに
より転倒事故等を防ぐ構造で、閉じて開
くだけで元に戻る雨傘です

人気商品

全国約 4,500 の郵便局で販売中

オリンピック関連商品等、
様々な商品を窓口で販売

窓口販売・カタログ販売
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保有資産の更なる有効活用を図る不動産事業
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7

資産価値の高い
開発候補物件

東京支社・麻布郵便局

旧大阪中央郵便局

都心郵便局
（複数）

地方都市駅前郵便局
（複数）

社宅

京都中央郵便局

広島東郵便局

横浜中央郵便局

汐留用地

旧ゆうぽうと

都心5区（千代田区、中央区、港
区、新宿区、渋谷区）で30か所
程度、都内23区で100か所程度

JPタワー名古屋

札幌三井
JPﾋﾞﾙﾃﾞｨﾝｸﾞ

KITTE博多

札幌三井JPビルディング
 竣工済（‘14.8）

大宮JPビルディング
 竣工済（‘14.8）

JPタワー
 竣工済（‘12.5）
 商業施設「ＫＩＴＴＥ」開業済
（‘13.3）

JPタワー名古屋
 竣工済（‘15.11）
 商業施設「ＫＩＴＴＥ名古屋」
開業済（‘16.6）

KITTE博多
 開業済（‘16.4）

●

●

●

●
●

大宮
JPﾋﾞﾙﾃﾞｨﾝｸﾞ

JRJP博多ﾋﾞﾙ

JRJP博多ビル
 竣工済（’16.4）

JPタワー

開発実施中物件

東池袋用地

JP noie本羽田

JP noie練馬中村南

JP noie旗の台

JP noie （賃貸住宅）

更なる有効活用
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決算ハイライト（2018年3月期第3四半期決算）

99,895 97,360 

2016年
3月期

2017年
3月期

2018年
3月期

通期 第3四半期

142,575
133,265 124,600

（予想）

経常収益

97,360億円
（前年同期比△2.5％）

7,845 
5,809 

7,376 

2016年
3月期

2017年
3月期

2018年
3月期

通期 第3四半期

9,662

7,952
7,800
（予想）

経常利益

7,376億円
（前年同期比＋27.0％）

3,831 
2,966 

3,752 

2016年
3月期

2017年
3月期

2018年
3月期

通期 第3四半期

4,259

△289

4,000
（予想）

親会社株主に帰属する当期純利益

3,752億円
（前年同期比＋26.5％）

➢ 2018年3月期のグループ連結当期純利益4,000億円という業績予想に対し、第3四半期は3,752億円（対前年同期比
＋26.5％）と順調に推移

➢ 業績予想に変更はなく、中間配当25円は予定どおり実施、期末配当25円も予定どおり実施見込み

注：日本郵政株式会社法第11条に基づき、日本郵政の剰余金の配当その他剰余金の処分（損失の処理を除く。）については、総務大臣の認可を受けなければその効力を生じません。

108,029
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安定的な利益

28

2,772 

4,227 4,502 4,189 
4,689 

5,627 
4,790 4,826 

4,259 

-289

4,000 

-4,000

-2,000

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

2008年
3月期

2009年
3月期

2010年
3月期

2011年
3月期

2012年
3月期

2013年
3月期

2014年
3月期

2015年
3月期

2016年
3月期

2017年
3月期

2018年
3月期
（予想）

日本郵政㈱
（連結）

三菱UFJ
ﾌｨﾅﾝｼｬﾙｸﾞﾙｰﾌﾟ

第一生命

ヤマトＨＤ

（億円）
親会社株主に帰属する当期純利益の推移
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9.6 円 11.1 円

25.0 円 25.0 円 25.0 円

25.0 円 25.0 円

0.0 円

10.0 円

20.0 円

30.0 円

40.0 円

50.0 円

60.0 円

2014年
3月期

2015年
3月期

2016年
3月期

2017年
3月期

2018年
3月期

〈 １株当たり配当額 〉

50.0円

9.1％ 10.4％ 25.7％
配当性向

（期末）

（中間）

－

株主還元政策

株主還元方針（２０１８年３月期末まで）

□ 連結当期純利益に対する配当性向50%以上を目安とする

□ 安定的な１株当たり配当を目指す

（期末のみ）

一株当たりの配当額

予想配当
50.0円

51.0％
（予想）

（中間）

（期末予想）



Copyright © 2017 JAPAN POST GROUP. All Rights Reserved.

☑ 日本郵政グループの大きさ
全国津々浦々に張り巡らされた郵便局ネットワーク
業界ナンバーワンの規模

☑ 収益の安定性
巨大な規模がもたらす安定的な利益

☑ 着実な株主還元
安定的な利益と高い配当性向

☑ 成長の可能性
新規事業への挑戦

まとめ ～ 本日お伝えしたかったこと ～

30
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（参考） 2018年3月期第3四半期決算の概要
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（参考） ホームページのご案内

32

 当社では、Ｗｅｂサイトに株主・投資家の皆さま向けのページﾞをご用意しています。経営方針、決算ハイライト、ＩＲ資料、
株式情報などをご紹介しておりますので、ぜひ、ご覧ください。

日 本 郵政 Ｉ Ｒ 検 索
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（参考） よくあるご質問

33

 東京証券取引所市場第一部です。 2015年（平成27年）11月４日に上場しました。

 上場取引所はどこですか？ また、上場したのはいつですか？

 6178です。

 証券コードは何番ですか？

 設けておりません。

 株主優待制度はありますか？

 期末配当金は３月31日時点、中間配当金は９月30日時点で、株主名簿に記載されている株主に支払われます。

 配当金はいつ時点の株主に支払われますか？

 三井住友信託銀行株式会社証券代行部 〒168-0063 東京都杉並区和泉二丁目8番4号
日本郵政専用ダイヤル 0120-580-840（フリーダイヤル） （受付時間 土曜日・日曜日・祝祭日を除く9時から17時）

 名義書換・住所変更などの株式事務についての連絡先はどこですか。

 毎年６月下旬に開催予定です。

 定時株主総会はいつですか？

 100株です。

 売買単位株式数は何株ですか？

 ３月31日です。

 決算期はいつですか？
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＜メモ＞
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【本資料に関するお問合せ先】

日本郵政株式会社 ＩＲ室

Email: irshitsu.ii@jp-holdings.jp 

ディスクレーマー

本資料には、日本郵政グループ及びグループ各社の見通し・目標等の将来に関する記述がなされています。

これらは、本資料の作成時点において入手可能な情報、予測や作成時点における仮定に基づいた当社の判断等によって記述されたものであります。

そのため、今後、経済情勢や景気動向、法令規制の変化その他の幅広いリスク・要因の影響を受け、実際の経営成績等が本資料に記載された内容と異なる
可能性があることにご留意ください。


